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◆感度分析 

○全事業 

変動要因 基準値 変動ケース 費用便益比（B/C） 

交通量 19,000～25,500 台/日 ±10％ 1.3～1.6 

事業費 47 億円 ±10％ 1.4～1.4 

事業期間 4 年 ±10％ 1.4～1.4 

※事業費は残事業費の単純価値を表す。 

※上記の交通量は、現況＋事業化済み箇所を考慮したネットワークによるもの。 

 

○残事業 

変動要因 基準値 変動ケース 費用便益比（B/C） 

交通量 19,000～25,500 台/日 ±10％ 2.2～2.7 

事業費 47 億円 ±10％ 2.3～2.7 

事業期間 4 年 ±10％ 2.4～2.5 

※事業費は残事業費の単純価値を表す。 

※上記の交通量は、現況＋事業化済み箇所を考慮したネットワークによるもの。 

 

３.３.２ 前回再評価時からの事業計画の変化 

＜費用便益比（Ｂ／Ｃ）の変化（事業全体での比較）＞ 

 
前回再評価時 

（平成 19 年度） 

今回再評価時 

（平成 23 年度） 

備  考 

（前回再評価時からの変化要因）

総費用 

（C） 

420 億円 

【387 億円】 

435 億円 

【367 億円】 

・事業費・維持管理費の見直しに
より減少 

・基準年の見直しにより増加 

総便益 

（B） 
613 億円 616 億円 

・「費用便益分析マニュアル」の改
訂により減少 

・交通需要推計手法の見直しによ
り減少 

・供用年次の変更により増加 
・基準年の見直しにより増加 

費用便益比 
（B/C） 

1.5 1.4  

※上記の総費用及び総便益は、基準年における現在価値を表す。 

※総費用の欄の【 】内の数値は、維持管理費を除く全体事業費（単純合計）。 

※平成 20 年 11 月に費用便益分析マニュアルが改訂されている。 
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